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【パート１】基本的な考え方

1. 操作変数法（IV）は、どんな状況で使うのか？

2. IV（確認）
2-1. 推定の考え方
2-2. 推定後のチェックポイント
（操作変数に求められる条件）



1. IVを使う状況

1. 操作変数法（IV）は、どんな状況で使うのか？

注目する独立変数 が

と相関する場合観測できない情報

誤差項

(b)重要なコントロール変数が得られない場合
（除外変数の問題）

(a) に測定誤差がある場合



2-1. 通常の回帰イメージ

= +（例）就労 は健康 によいのか？

> 0



観測できない情報との相関

= +（例）就労 は健康 によいのか？

人間関係 厄介な交渉

観測できない情報の影響

> 0?



= + ∗ +

通常の回帰式（最小二乗法など）

目的変数 独立変数

誤差項

無相関

偏りのない推定値： =
目的変数

独立変数

誤差項

誤差項と
相関しない

∗
∗, = 0

外生変数



= + +

独立変数と誤差項が相関する場合

独立変数

誤差項 と相関する →  ( )
内生変数

目的変数 独立変数

誤差項

相関 , ≠ 0
※厳密に言えば
も内生変数

内生変数



= + +
独立変数と誤差項が相関する場合

偏りのある推定値： = + ゼロにならない＝偏り

目的変数 独立変数

誤差項

相関 , ≠ 0

（参考） が二値変数のとき： = + −

内生変数

※厳密に言えば
も内生変数



推定値の偏り（就労と健康の例）

○過去、健康だった人が働いているため
• Snyder and Evans (2006)
• Mandal and Roe (2008)

は上方に偏る就労を通じて を増加

Good

Poor

> 0 → >

> 0 



推定値の偏り（就労と健康の例）

(a)職場環境への適応
Marmot et al. (1999)
Karasek (1979)「仕事要求度－裁量度」モデル
OECD (2005) 相対的な職業訓練投資額の減少（アメリカ）
厚生労働省(2002)

(b)希望の雇用形態・就業時間と実態のズレ
高木(2008), OECD (2006)

(c)生産性の低下
Hellerstein and Neumark (2007), OECD (2006)

(d)その他
起業した事業の不振、後継者不足による就業期間延長

は下方に偏る就労を通じて を減少

< 0 → <

Good

Poor

< 0 



操作変数法（IV）とは

目的変数 独立変数

誤差項
無相関

, = 0

操作変数

誤差項と相関する独立変数（内生変数） から
「誤差項 と相関しない部分」を抽出して、推定値の偏りを除く方法

操作変数（内生変数 のみに影響し、
誤差項 と相関しない変数） を用いて抽出

影響



（直観的な）IVの手順

, = 0

= + +
= + +

, ≠ 0

（第1段階）操作変数 に内生変数 を回帰

（第2段階） の予測値 に を回帰

= + +  = + +

, = 0（注2） が妥当なとき、次の関係が確認できる
（注1）標本数が多くないと、推定量が漸近正規性を満たさない

→ 一致推定量 を得る



2-2. 操作変数に求められる条件

（条件1：識別性）
操作変数（群） は、内生変数 にのみ影響し、
もとの推定式 = + + の誤差項 と無相関であること

（条件2：強度）
内生変数 の変動に対する説明力が弱くないこと

弱い操作変数のチェック

識別性のチェック

（付帯状況：誤差項）
妥当な操作変数が選ばれるとき、
2本の推定式の誤差項 ,
（もしくは と ）は無相関でない

内生性のチェック
（内生変数は本当に「内生」か）



識別性のチェック（過剰識別制約の検定）

(1) ̂を操作変数法により推定
(2) ̂にすべての外生変数と操作変数を回帰̂ = + +
(3)F値（もしくは ）を求める
(4) J統計量を求める =標本数 × 値
(5)J統計量は、自由度 =操作変数の数 − 1の 乗分布に従う
ことを利用して、検定を行う（ 0: は ̂と無相関である = 0  ）
(6)有意水準5%を超える場合、帰無仮説は棄却できない

（ と ̂の相関は、統計的に確認できない）

操作変数 と残差 ̂が無相関かどうかを検証
※ の数 >誤差項と相関する独立変数

（過剰識別（Over-identification））



弱い操作変数のチェック

（イメージ）※内生変数が1つの場合
(1) = + を計算し、F値を求める
(2) > 10であれば、弱い操作変数ではない

Staiger and Stock(1997)、Stock, Wright and Yogo (2002)

が内生変数 の操作変数として機能するか、検証



【パート2】適用の流れ

1. 適用前に考えること

2. 適用を決めてから注意すること

OLSやロジスティック回帰などで済ませられないか
注目する独立変数を「内生」と考えることは重要か

操作変数となりそうなデータを準備できるか

目的変数と内生変数の形状

操作変数の数

操作変数は弱くないか

内生変数と考えた変数は、「内生」と考えてよいか



操作変数となりそうなデータを準備できるか

（ポイント1）
対象（回答者など）の意思決定の範囲外の事象であること

（ポイント2）
内生変数のみに影響し、目的変数 と
（論理的な）関連が見出し難いこと

（ポイント3）
とりあえず、操作変数の候補に目的変数を直接回帰してみる

（候補となりやすい？変数）
自宅の場所、地域ダミー、生年月日（早生まれ）、遺伝子情報、
諸制度の変更、親の属性、Fuzzy Regression Discontinuity Design

※内生変数の発生と同時か、それ以前の事象（が望ましいと思う）

※目的変数（推定式）が異なれば、操作変数も異なる



時々見られる現象

1. 操作変数が見つからない

3. 内生性がどうしても確認できない

あきらめる

操作変数の候補を組み合わせる（交差項など）

期前の内生変数を用いる（誤差項の系列相関に要注意）

「この独立変数は内生変数」という見解の間違い

2. 操作変数の推定値が論理的に矛盾する
他の変数を操作変数の候補として探す

操作変数の選択が良くない



変数の形状と操作変数法

1. 目的変数・内生変数（独立変数）が連続変数
二段階最小二乗法（2SLS）←誤差項が . . .に従うとき
一般化モーメント法（GMM）←誤差項が . . .に従わないとき

2.目的変数が二値・内生変数（独立変数）が連続
Probit model with endogenous covariates

3.目的変数が打ち切り・内生変数（独立変数）が連続
Tobit model with endogenous covariates

4.目的変数が連続・内生変数（独立変数）が二値
処置効果モデル（Treatment effect model）



【パート3】データを用いた実習（1）

1. 二段階最小二乗法（2SLS）
「若年層の賃金の決定要因に関する研究」より
（出典）Griliches, Z. (1976) “Wages of Very Young Men”, Journal of Political economy, 84, S69-S85.
Modified: Baum, C. F. (2006) An Introduction to Modern Econometrics Using Stata, Stata Press. 

推定式：log = + + （N=758）
内生変数（IQテストのスコア）

データファイル：griliches.dta

仕事への適応の柔軟さ
賃金の上がりやすい業種への就職

など、
未観測情報との相関が疑われる

目的変数
（賃金（対数））



【パート3】データを用いた実習（1）

を操作変数に回帰するための式を追加

log = + +

（母親の教育年数）
（別の共通試験のスコア）
（年齢）
（結婚している=1）

= + +
：操作変数（の候補）

→ 2SLSをStataで実行しましょう

：独立変数（外生）

（教育年数）
（卒業後の年数（？） ）
（在職期間）

（南部居住=1）
（標準大都市統計圏=1）_ _ ∗（調査年（67～73年））



Stataで2SLSを実行するには
(1) Stataのツールバーから、Statistics → Endogenous covariates
→ “Single-equation instrumental-variables regression”を選択



Stataで2SLSを実行するには
(2)項目を選択or 入力

目的変数

独立変数（群）

内生変数
操作変数（群）
※過剰識別

推定方法
※ここでは2SLS

※Reportingのタブで
“Report first-stage regression”を選択すると
第1段階・第2段階両方の結果を出力



Stataで2SLSを実行するには
(3)結果がメイン画面に出力（第1段階の推定結果）

内生変数を操作変数に
回帰した結果



Stataで2SLSを実行するには
(3)結果がメイン画面に出力（第2段階の推定結果）

内生変数



ここまでの結果を見ると・・・

（第2段階）log = + +

の推定値 = 0.288 = 0.077
の推定値 = 0.458 = 0.000
の推定値 = −0.881 = 0.000
の推定値 = −0.585 = 0.537

（第1段階） = + +
：操作変数（の候補）

以外は < 0.1

= 0.00017 = 0.964
第2段階の推定式にOLSを用いると

= 0.003 = 0.009
推定値の偏りが調整された結果、
IQは賃金に影響を与えないことが示された？？？ → 検定



内生性の検証

(4)Durbin-Wu-Hausman検定

← “estat endog”と入力

結果がメイン画面に出力

ここでは、帰無仮説（第1段階の誤差項は目的変数と独立）
が棄却される → は内生変数と考えられる



過剰識別制約の検定を実行

(4)過剰識別制約の検定

← “estat overid”と入力

結果がメイン画面に出力

ここでは、帰無仮説（操作変数と誤差項は無相関）が棄却される
→ 操作変数の選択に問題がある



弱い操作変数かどうかを検証

(4)弱い操作変数
かどうか検証

“estat firststage”
と入力→

結果が
メイン
画面に
出力

= 13.8

> 10 → 操作変数は弱くないように見える



弱い操作変数かどうかを検証

= 13.8

10.27 < < 16.85 → 5～10%ほどのバイアス→許容？

OLSのバイアスと
比べて、
2SLSのバイアスは
何%程度か



弱い操作変数かどうかを検証

= 13.8

実際には何%水準で
帰無仮説（弱い操作変数である）を棄却できるか

10.26 < < 13.96 → 20%水準で棄却→弱い？弱くない？



過剰識別・弱い操作変数の追加検証

※Stataに搭載されていない複数の検定を実行できる
※内生変数を持つプロビットモデル・トービットモデルにも適用可能
※不均一分散を考慮した標準誤差を適用した場合も検定可能

“rivtest”と入力→

結果が
メイン
画面に
出力

(5)追加検証



過剰識別・弱い操作変数の追加検証

弱い操作変数との帰無仮説は棄却されるが、
操作変数と誤差項との相関が疑われる

条件付き尤度比検定
（CLR検定）

帰無仮説
（弱い操作変数である）
に対して = 0.000

過剰識別制約の検定

帰無仮説
（操作変数と誤差項
とは無相関）
に対して = 0.000



（問）操作変数の選択

推定式log = + +

（母親の教育年数）
（別の共通試験（Knowledge in World of Workテスト）のスコア）
（年齢）
（結婚している=1）

= + +
：操作変数（の候補）

（問）
操作変数の候補（ , , , ）をすべて
投入すると、過剰識別制約の検定をパスできません。
どの変数を組み合わせれば検定をパスできるでしょうか？



うまくいった場合の結果

第2段階の推定結果

の推定値は0.024 = 0.000



うまくいった場合の結果

検定結果

過剰識別制約の検定はOK
弱い操作変数の心配も少ないと考えられる



（参考）OLSの結果
第2段階の推定結果

の推定値は0.0027 = 0.009



推定値の偏り（OLSと2SLS）

log

= 0.0027
= 0.024

この例では、
OLSによる結果は過小推計と考えられる



（参考）丁度識別と過剰識別

丁度識別
（Just-identification）

過剰識別
（Over-identification）

と誤差項
との相関

log = + +
= + +

検証しづらい
過剰識別制約の検定
（”estat overid”など）

の数 内生変数の数と同じ 内生変数の数より多い

弱い
操作変数

検証可能
（“estat firststage”など）

目的変数の
内生性

検証可能
（“estat endog”など）



【パート3】データを用いた実習（2）

2. 内生変数を持つプロビットモデル（IVP）

Health and Retirement Study (2002, wave 5)
（出典）Cameron, A. C. and P. K. Trivedi (2009) Microeconometrics Using Stata, Stata Press. 第14章を改変

推定式： ∗ = + log + （N=3,197）

内生変数（世帯所得（対数））

データファイル：mus14data.dta

= 0= 1 退職した

目的変数
（退職の有無） 職場の労働環境

仕事をするのが嫌い
など、
未観測情報との相関が疑われる



【パート3】データを用いた実習

log を操作変数に回帰するための式を追加

（私的保険加入=1）
（ヒスパニック=1）

log = + +
：操作変数

→ IVPをStataで実行しましょう

：独立変数（外生）

（女性=1）
（年齢）
（= ）

（教育年数）
（既婚=1）
（慢性疾患数, 0～8）



StataでIVPを実行するには
(1) Stataのツールバーから、Statistics → Endogenous covariates
→ “Probit model with endogenous covariates”を選択



StataでIVPを実行するには
(2)項目を選択or 入力

目的変数

独立変数（群）

内生変数

操作変数（群）
※過剰識別

推定方法
※ここでは
Two-step estimator

※Reportingのタブで
“Report first-stage regression”を選択すると
第1段階・第2段階両方の結果を出力



StataでIVPを実行するには
(3)結果がメイン画面に出力（第1段階の推定結果）

内生変数を操作変数に回帰した結果



StataでIVPを実行するには
(3)結果がメイン画面に出力（第2段階の推定結果）

内生変数

世帯所得は退職決定に影響する（ = 0.324）



内生性の検証

(4)外生性の検定結果を確認

帰無仮説：2本の推定式の誤差項は独立
→ 帰無仮説は棄却



（補足）estat ***コマンドとIVP
”estat***”を実行すると・・・

“estat endog”, “estat overid”, “estat firststage”の各コマンドは
2SLS（とGMM）にしか適用できない（みたいです）



OLSとの比較

符号が変化

この例では、
OLSによる結果は過小推計と考えられる

世帯所得は退職決定に正の影響を与える

= −0.102 = 0.002

= 0.324 = 0.050



補足（メモ）

(1)誤差項の問題

誤差項に系列相関など、複雑な構造がある場合
→ 一般化モーメント法（GMM）を使用（より弱い制約を適用）

誤差項に不均一分散が確認できる場合
→ 不均一分散に対してロバストな標準誤差を適用
Stataでは、コマンドラインに 等と書き加えることで実行可

誤差項が . . .に従うもとでの推定 → 2SLSを使用

(2)操作変数法の前提
理論的に、大標本のもとでバイアス修正が可能な推定方法

→ 小標本では、かえってバイアスが大きくなることに注意



IVに関する参考文献
[1] Wooldridge, J. (2012) Introductory Econometrics (5th ed.), Cengage Learning.

※第15章に2SLSとその検定の考え方が解説

[2] Stock, J. H. and M. W. Watson (2010) Introduction to Econometrics (3rd ed.),
Addison-Wesley.

※著者の一人は操作変数法の発展に寄与

[3] Angrist, J. D. and J.-S. Pischke (2009) Mostly Harmless Econometrics,
Princeton University Press.

[4] Cameron, A. C. and P. K. Trivedi (2010) Microeconometrics Using Stata (rev. ed.),
Stata Press.

（日本語訳）大森義明・小原美紀・田中隆一・野口晴子（訳）『「ほとんど無害」な
計量経済学』、NTT出版。

[5]北村行伸（2009）『ミクロ計量経済学入門』、日本評論社。

※ IVPに関する記述あり

※操作変数法に関する最新の流れを解説



検定方法に関する参考文献

[1] Staiger, D. and J. H. Stock (1997) “Instrumental Variables Regression with Weak
Instruments”, Econometrica, 65(3), 557-586.

[4] Moreira, M. J. (2003) “A Conditional Likelihood Ratio Test for Structural Models”,
Econometrica, 71(4), 1027-1048.

（CLR検定）

[5] Magnusson, L. M. (2010) “Inference in Limited Dependent Variable Models
Robust to Weak Identification”, Econometrics Journal, 13(3), S56-S79.

（”rivtest”コマンド）

[3] Finlay, K. and L. M. Magnusson (2009) “Implementing Weak-Instrument Robust
Tests for a General Class of Instrumental-Variables Models”, Stata Journal, 9(3), 1-24.

（弱い操作変数の検証）

[2] Stock, J. H., J. H. Wright and M. Yogo (2002) “A Survey of Weak Instruments and
Weak Identification in Generalized Method of Moments”, Journal of Business and
Economic Statistics, 20, 518-529.


